
資料6  

介護予防事業報告について  

1 報告の根拠   

介護予防事業の実績については、「地域支援事業実施要綱」（平成18年6月9日老発  

第0609001号厚生労働省老健局長通知）の別記1の（3）のりに定めるところに   

より、その実績を厚生労働大臣に対し報告することとなっているところ。  

2 報告の様式及び期限   

報告の様式及び時期については、「平成18年度地域支援事業交付金交付要綱（案）」   

により定めることとされている。  

（1）報告様式及び記入例  

別紙1のとおり  

（2）報告の期限  

6月30日頃の予定（都道府県が取りまとめを行う市町村については、都道府県を   

経由した上で期限までに提出。）  

3 実施上の留意事項   

別紙2「介護予防事業報告の実施方法の概要」を参照  

※  電子報告様式については、調整しだい速やかに配布予定（年内を目途）。  
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（別紙1）  

様式2の（1）  

平成18年慶事業実施報告書   

1 介護予防特定高齢者施策  

（1）特定高齢者把握事業関係   

ア 特定高齢者数の動向  

［男女合計］  

65－69歳  70－74歳  75－79歳  80－84歳  85歳以上   計   

人口  人   人   人   人   
人  n  

人   

年間発生数  人   人   
人   人  人  人   

年間終了数  
人   

人   人  人  圭  人   人  

改善数   人   人   人  

悪化数   人   人   人  人  人   

死亡数   人   人   人   人   人   

その他   人   人   人   人   人   

不明   人   人   人   人   人   

年度末時点数  人   人   人   人    人               人               人               人           人  人  人  
65－69歳  70－74歳  75－79歳  80－84歳  85歳以上   計   

人口  人   人   人   

年間発生数  人   

年間終了数  
人   

人  人  人           人  人  人   人   人   

人  人  
人   人  

改善数  

人  

人  

人   
人   人 

皇   

悪化数  人  人  人   人   

人  

死亡数  人  人  

人  

人   人   人   

人  

人  

その他   人   人   人   人   人   人  

1不明  人   人   人   人   人   人   

年度末時点数   n i  
人   人   人   

人   
人   

人   
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［女性］  

65－69歳  70－74歳  75－79歳  80－84歳  85歳以上   計  

人   人   人   人   人   人   

発生数   人   人   人   人   人   人   

終了数   人   人   人   人   人   人   

改善数   人   人   人   人   

人   人   人   人   

人   人   人   人   

人   

人   人   

末時点数   人  蔓  人  人  人  人  人   

イ 把握経路別の特定高齢者数  

計   男性   女性   

寓齢者の年間発生数   人   人   人   

本人一家族からの相談   
件   件   件   

基本健康診査（生活機能評価）   件   件   件   

医療機関からの情報提供   件   件   件   

民生委員からの情報提供   件   件   件   

地域住民からの情報提供   件   件   

要介護認定非該当者   

件  

件   件   件   

訪問活動による実態把握   件   件   件   

高齢者実態把握調査   件   件   件   

要支援・要介護者からの移行   件   件   件   

その他   件   件   件   
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（2）適所型・訪問型介護予防事業関係   

ア 適所型介護予防事業の実施状況  

参加実人数  塁参加延人数  人  人   
人   人   

人   人   

人   人   

人   人   

介護予防プログラム  実施箇所数  実施回数  

運動器の機能向上   箇所   
回1   

栄養改善   箇所  回   

口腔機能の向上   箇所   回   

その他   箇所   回   

計   

」】＿ 箇所   回   

イ 訪問型介護予防事業の実施状況  

介護予防プログラム  訪問回数   被訪問実人数   被訪問延人数   

回   人   人   

栄養改善   回   人   人   

口腔機能の向上   回   人   人   

閉じこもり予防・支援   運動器の機能向上  回   人   人   

認知症予防・支援   回   人   人   

うつ予防・支援   回   人   人   

その他   回   人   人   

計   
回   人   人   
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ウ 特定高齢者からの要支援・要介護認定の状況  

［男女合計］  

特定高齢者美人数   人   人   人   人   人   人   

要支援1   人   人   人   人   人   人   

要支援2   人   人   人   人   人   人   

要介護1   人   人   人   人   人   人   

要介護2   人   人   人   人   人   人   

要介護3   人   人   人   

要介護4   

65－69歳  70－74歳  75－79歳  80－84歳  85歳以上  合 計                                                                          人        人  人    人  人  人  人  人  人  ぎ 要介護5  人  人  人  人  人  d   

［男性］  

65－69歳   70－74歳  75－79歳  80－84歳  85歳以上  合 計   

者実人数   人   人   人   人   人   人   

援1   人   人   人   人   人   人   

援2   人   人   人   人   人   人   

護1   人   人   人   人   人   人   

護2   人   人   人   人   人   人 

護3   人   人   人   人   人   人   

護4   人   人   人   人   人   人   

護5  人  人   人   人   人   人   
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［女性］  

65－69歳   70－74歳  75－79歳  80－84歳  85歳以上  合 計   

特定高齢者実人数   人  ！  
人   人   人   人   人   

要支援1   人   人   人   人   人   人   

要支援2   人   人   人   人   人   人   

要介護1   人   人   人   人   人   人   

要介護2   人   人   人   人   人   人   

ヒ  
要介護3   人   人   人   人   人   人   

要介護4   人   人   人   人   人   人   

要介護5   人   人   人   人   人   
人   

エ 特定高齢者の主観的健康感の状況  

実施後  

よい   
あまり  

よくない  不明 計  
よくない  

よい   人   人   人 人  人   人   
人t  

まあよい   人   人   人   人   人   人   人i  

人   人  人  人   人   人‡  人  

実 施  人  人  人  人  人   人   人  

前  人   人   人   人   人   人   人  

不明   

人  人   
人   人  人   人   人  

計   人   人   人   人   人   人   
人   
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オ 特定高齢者の基本チェックリストの状況  

実 施 後  

0－5項目  6－10項目  11－15項目  16－20項目  2ト25項目   不明   
！  

人   人   人   人   人   人  

6－10項目   
l                     l  

人   人   人   人   人   人  

人   人   人   人   人   人  

施  人   人   人   人   人   人  

前   

実  

人   人   人   人   人   人  

人   人   人   人   人   人   

2 介護予防一般高齢者施策  

（1）介護予防普及啓発事業  

講演会等   相談会等   イベント等   その他  

開催回数  回   回   回   回   

【          b   

参加者延数   人   人  人   

（2）地域介護予防活動支援事業  

ボランティア育成  地域活動組織への   

のための研修会等  支援・協力等   
その他  

施回数   回   回   回   

口者延数   人  人   

保険者名  

都道府県コード  市区町村コード  C・D  
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記入要領  

1介護予防特定高齢者施策  

（1）特定高齢者把握事業関係   

ア 特定高齢者数の動向  

一該当する者の数を、男女別及び年齢階級別に計上すること。  

－「年間発生数」は、当該年度中に、新たに特定高齢者と決定された者の数を計上す  

ること。年齢階級は、発生時点の年齢により区分すること。   

・「年間終了数」は、当該年度中に、特定高齢者ではなくなった者の数について、「改  

善数」、「悪化数」、「死亡数」、「その他」、「不明」に区分して計上すること。年齢階  

級は、終了時点の年齢により区分すること。  

■「改善数」は、状態の改善により、介護予防特定高齢者施策を終了した者の数を計  

上すること。   

・「悪化数」は、入院、要支援・要介護状態への移行等、状態の悪化により、介護予  

防特定高齢者施策を終了した者の数を計上すること。   

・「死亡数」は、死亡により、介護予防特定高齢者施策を終了した者の数を計上する  

こと。   

・「その他」は、転居や本人の意向などの、心身の状態とは関係のない理由により、  

介護予防特定高齢者施策を終了した者の数を計上すること。   

。「不明」は、介護予防特定高齢者施策を終了した理由が明確でない者の数を計上す  

ること。  

■「年度末時点数」は、年度末時点において、現に、介護予防ケアプランに基づき、  

介護予防特定高齢者施策の事業に参加している者の数を計上すること。年齢階級は、  

年度末時点の年齢により区分すること。  

イ 把握経路別の特定高齢者数  

・当該年度中に、新たに特定高齢者と決定された者について、把握の経路別に計上す  

ること。  

・「年間発生数」は、当該年度中に、新たに特定高齢者と決定された者の数を計上す  

ること。  

t「把握経路」の内訳を、「本人■家族からの相談」、「基本健康診査（生活機能評価）」、  
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「医療機関からの情報提供」、「民生委員からの情報提供」、「地域住民からの情報提   

供」、「要介護認定非該当者」、「訪問活動による実態把握」、「高齢者実態把握調査」、  

「要支援一要介護者からの移行」、「その他」に区分して計上すること。  

・同一人が複数の経路で把握された場合には、該当する経路のそれぞれに計上するこ   

と0ただし、「基本健康診査（生活機能評価）」については、既に別の経路で把握さ  

れていた者について、基本健康診査への受診を勧奨した場合を除くこと。  

（2）適所型・訪問型介護予防事業関係   

ア 通所型介護予防事業の実施状況  

・適所型介護予防事業の実施状況について、「運動器の機能向上」、「栄養改善」、「口   

腔機能の向上」、「その他」の介護予防プログラムの種類別に区分して計上すること。  

・「実施箇所数」は、当該年度中に、当該プログラムが実施された場所の数について   

計上すること。同一の場所で複数の介護予防プログラムが実施された場合は、該当   

する介護予防プログラムのそれぞれに計上すること。  

・「実施回数」は、当該年度中に、当該プログラムが実施された回数について計上す   

ること。同一の場所・日時に、複数の介護予防プログラムが実施された場合は、該   

当する介護予防プログラムのそれぞれに計上すること。  

・「参加実人数」は、当該年度中に、適所型介護予防事業に参加した実人数について   

計上すること。複数の介護予防プログラムに参加した場合は、該当する介護予防プ   

ログラムのそれぞれに計上すること。   

t「参加延人数」は、当該年度中に、通所型介護予防事業に参加した延人数について、   

開催した場所ごとに、1日を1単位として計上すること。複数の介護予防プログラ   

ムに参加した場合は、該当する介護予防プログラムのそれぞれに計上すること。  

イ 訪問型介護予防事業の実施状況  

・訪問型介護予防事業の実施状況について、「運動器の機能向上」、「栄養改善」、「口   

腔機能の向上」、「閉じこもり予防・支援」、「認知症予防・支援」、「うつ予防・支援」、  

「■その他」の介護予防プログラムの種類別に区分して計上すること。  

・「訪問回数」は、当該年度中に、訪問した回数について計上すること。同一の訪問   

時に、複数の介護予防プログラムが実施された場合は、該当する介護予防プロケラ  
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ムのそれぞれに計上すること。   

・「被訪問美人数」は、当該年度中に、訪問型介護予防事業により訪問を受けた美人  

数について計上すること。同一の訪問時に、複数の介護予防プログラムが実施され  

た場合は、該当する介護予防プログラムのそれぞれに計上すること。   

イ被訪問延人数」は、当該年度中に、訪問型介護予防事業により訪問を受けた延人  

数について、1日を1単位として計上すること。同一の訪問時に、複数の介護予防  

プログラムが実施された場合は、該当する介護予防プログラムのそれぞれに計上す  

ること。  

ウ 特定高齢者からの要支援一要介護認定の状況  

■特定高齢者実人数は、当該年度中に介護予防特定高齢者施策に参加した者の実人数   

を年齢階級別に計上すること。年齢階級は、年度末時点又は終了時点の年齢により  

区分すること。   

一当該年度中に、介護予防特定高齢者施策に参加した者のうち、当該年度中に、新た  

に要支援又は要介護認定を受けた者の数を、年齢階級別、要支援・要介護度別に区  

分して計上すること。年齢階級は、要支援又は要介護認定を受けた時点の年齢によ  

り区分すること。  

エ 特定高齢者の主観的健康感の状況  

・当該年度中に終了した介護予防ケアプランについて、当該介護予防ケアプランの実  

施前後の主観的健康感の状況を、介護予防ケアプラン単位で計上すること。同一の  

特定高齢者について、当該年度中に複数の介護予防ケアプランが作成・実施された  

場合は、それぞれについて計上すること。また、年度をまたがり実施された介護予  

防ケアプランについては、終了時点の年度の事業報告に計上すること。   

・主観的健康感は、国民生活基礎調査で使用している設問「あなたの現在の健康状態  

はいかがですか」に対する回答別（よい・まあよい・ふつう暮あまりよくないtよ  

くない）に計上すること。  

オ 特定高齢者の基本チェックリストの状況  

一当該年度中に終了した介護予防ケアプランについて、当該介護予防ケアプランの実  

施前後の基本チェックリストの状況を、陽性数の区分ごとに介護予防ケアプラン単  
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位で計上すること。同一の特定高齢者について、当該年度中に複数の介護予防ケア  

プランが作成・実施された場合は、それぞれについて計上すること。また、年度を  

またがり実施された介護予防ケアプランについては、終了時点の年度の事業報告に  

計上すること。  

2 介護予防一般高齢者施策  

（1）介護予防普及啓発事業   

・「講演会等」は、集団を対象に普及啓発を図る事業のうち、参加者数の把握が可能  

なものについて計上すること。運動、調理等のプログラムを実施する場合について  

も、「講演会等」の欄に計上すること。   

・「相談会等」は、個別の相談に対応するための事業について計上すること。なお、  

参加者がいなかった場合は、「開催回数」に含まないこと。  

「イベント等」は、集団を対象に普及啓発を図る事業のうち、街頭キャンペーン等  

のように、参加者数の把握が困難なものについて計上すること。   

・「その他」は、上記以外のものを適宜計上すること。   

・講演会に引き続いて相談会を実施した場合など、上記を組み合わせた事業を実施し  

た場合には、それぞれに計上すること。   

・‡‾参加者延数」の欄は、各回の参加者数の合計数を記入すること。  

（2）地域介護予防活動支援事業  

・「■ボランティア育成のための研修会等」は、ボランティアとして活動する意志を有  

する一般の住民を対象として開催する研修会等の事業について計上すること。   

■「一地域活動組織への支援・協力等」は、地域活動組織に対して支援を行う事業につ  

いて計上すること。支援の方法（職員の派遣、会場の提供、活動費の助成等）は問  

わない。   

・r‾その他」は、上記以外のものを適宜計上すること。  
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（別紙2）  

介護予防事業報告の実施方法の概要（案）  

介護予防事業報告については、当課で用意した電子報告表を利用し、報告することとしております。  

①厚生労働省から、都道府県、指定都市及び中核市に、電子報告表を送付＜※＞  

②都道府県においては、管下の市区町村（指定都市・中核市除く）に、電子報告表を配布  

③市区町村、指定都市、中核市において、電子報告表に入力  

④市区町村においては、都道府県に電子報告票を提出  

⑤都道府県、指定都市、中核市においては、厚生労働省へ電子報告票を提出  

電子報告表の入力作業の詳細については、マニュアル（電子報告表作成説明書）を参照ください。  

※電子報告表を都道府県、指定都市、中核市にメールにて配布する予定です。   

送付先となる担当者のメールアドレスを10／31（火）まで、下記の連絡先までにお知らせください。  

【連紹先】  

老健局老人保健課調査係  

TEL： 03（5253）1111（内線3960）  
FAX： 03（3595）4010  
メール：itou－tOShiyuki＠mhlw，gO．jp  
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